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令和４年度当初予算主要事業

（交通死亡事故ゼロへ）

事業名 通学路安全整備事業

区 分 新 規

事業の目的

 通学路に指定されている市道について、歩道整備、生活道路の拡幅

及び橋りょう（奨学橋）架替え等を行い、児童・生徒の安全確保を行

うことで、交通事故の発生を未然に防ぐ道づくりを目指します。

事業概要

【通学路安全整備事業】

 歩道整備については、横須賀水道路線ほか３路線の設計、交差点改

良については、妻田薬師バス停交差点の設計、生活道路整備について

は、Ｃ－２３１号線ほか12か所の委託・工事を実施することで、通学

路の安全を確保します。

〇委託①交差点・歩道橋詳細設計、土質調査 １５，０００千円（道路環境整備） 

 ②歩道整備測量・設計        ２６，５００千円（幹線道路） 

 ③生活道路測量・設計        １７，７００千円（生活道路） 

○工事 生活道路の拡幅等        １６０，０００千円（生活道路） 

〇土地購入費               １０，０００千円（道路用地） 

〇物件補償費               １０，０００千円（道路用地） 

【通学路橋りょう架替事業】

 玉川に架かる奨学橋については、通学路に指定されておりますが、

幅員が狭く、築60年経過しており、老朽化も進んでいるため、通学路

の安全対策を目的とした架け替えを行います。

 令和４年度は、架替整備に伴う、土質調査、測量等の委託を実施し

ます。

〇委託（土質調査・測量・予備設計）     １５，０００千円（生活道路）

令和４年度

当初予算額

通学路安全整備事業費 ２３９，２００千円

通学路橋りょう架替事業費 １５，０００千円

担当課 

部 ･ 課 道路部 道路整備課 道路部 道路整備課 道路部 道路整備課

担 当 課 長 道路整備課長

津田 信二

幹線道路担当課長

渡邉 篤

道路用地担当課長

角田 晃廣

電 話 ０４６－２２５－２３１６ ０４６－２２５－２３１８ ０４６－２２５－２３０７ 
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令和４年度当初予算主要事業

（交通死亡事故ゼロへ）

事業名 通学路安全対策事業

区 分 新 規 

事業の目的

 近年、通学路で児童・生徒が巻き込まれる痛ましい事故が発生し

ていることから道路管理者として通学路において、ガードレールな

どの交通安全施設を設置し、歩行者の安全確保を図るものです。

事業概要

例年、通学路の安全対策協議会からの要望については、速やかに

対応しておりますが、道路管理者の視点で、小中学校36校の実情を

踏まえ①交差点内のカラー化、②路側グリーン化、③横断防止柵・

ガードレールの設置、④街路灯の設置などの対策を行います。

①交差点内のカラー化 ②路側グリーン化

③横断防止柵・ｶﾞｰﾄﾞﾚｰﾙの設置 ④街路灯の設置

令和４年度

当初予算額
１３０，０００千円

担当課 

部 ･ 課 道路部 道路維持課 

担 当 課 長 道路維持課長 山下 秀詔

電 話 ０４６－２２５－２３２６
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令和４年度当初予算主要事業

（交通死亡事故ゼロへ）

事業名 小学校通学路安全点検ウェアラブルカメラ導入事業

区 分 新 規

事業の目的

通学路における事故を未然に防ぐため、登下校時に児童のランド

セルなどに装着できるウェアラブルカメラを導入し、児童の目線で

見た問題となる場所などを点検することで、警察や道路管理者等の

関係部署と情報共有を図り、各種交通安全施策に役立てます。

事業概要

通学路の整備要望への対応は、安全点検を実施し、速やかに対応

している状況です。これまでの点検は、大人の目線によるものでし

たが、交通死亡事故ゼロを目指す新たな取組として、児童の目線で

見た問題となる場所について検証するための事業を行います。

１ 内容

市立小学校に登下校時の児童が装着できるウェアラブルカメ

ラを導入し、児童の目線で見た問題となる場所などを点検しま

す。

市立小学校23校に各校２台導入する予定です。

２ 事業効果

 児童の目線で撮影された映像は、学校現場での安全指導に活用

できるとともに、警察や道路管理者等の関係部署と共有し、児童

の安全対策に役立てることが期待できます。

令和４年度

当初予算額
２，５３０千円

担当課 

部 ･ 課 学校教育部 学務課 

担 当 課 長 学務課長 窪田 智浩

電 話 ０４６－２２５－２６３４
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令和４年度当初予算主要事業

（交通死亡事故ゼロへ）

事業名 交通事故防止事業

区 分 拡 充

事業の目的

 子ども、高齢者及び自転車が関連した交通事故の防止に重点的に

取り組み、交通ルール・マナーの遵守を呼び掛け、交通事故の防止

を図ります。

事業概要

【子ども・高齢者交通事故防止事業】（新規）

交通安全教室等の機会を捉え、子どもや高齢者が関連する交通事

故の特性や防止策を説明するとともに、外出時における反射材の利

用を促進し、交通事故防止を図ります。

【自転車ヘルメット購入助成事業】（拡充）

令和４年度から対象を全年代に拡大し、自転車乗車中の頭部を保

護し、転倒時における怪我の軽減とヘルメット着用の普及及び交通

安全意識の高揚を図ります。

令和４年度

当初予算額

子ども・高齢者交通事故防止事業費 ２，５５２千円

自転車ヘルメット購入助成事業費 １，８８８千円

担当課 
部 ･ 課 協働安全部 交通安全課

担 当 課 長 交通安全課長 松永 伸介

電 話 ０４６－２２５－２１７５
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令和４年度当初予算主要事業

（防災・減災のまちへ）

事業名 避難所強化事業

区 分 拡 充 

事業の目的
 大規模災害時における避難施設の機能強化・充実を図り、市民の

安心・安全を守ります。

事業概要

【指定避難所等強化事業】（拡充）

 大規模災害時に拠点施設となる荻野運動公園に、太陽光発電設備

を新たに設置するとともに、避難所等を対象とした再生可能エネル

ギー設備導入可能性の調査を実施します。

【電気自動車電力供給システム整備事業】（拡充）

 指定緊急避難場所となる公民館において、電気自動車の電力を供

給できる体制を整備し、非常用の電源を確保します。

【避難所等水害対策想定調査事業】（新規）

 安全に避難することができる施設として必要な対策を進めるた

め、浸水想定区域内に立地する避難所等における水害リスクの把

握、解消・軽減のための調査を新たに実施します。

※停電時電力供給のイメージ

令和４年度

当初予算額

指定避難所等強化事業費 ２５，０００千円

電気自動車電力供給システム整備事業費 ４，２９０千円

避難所等水害対策想定調査事業費 ５，４３４千円

担当課 

部 ･ 課 市長室 危機管理課 

担 当 課 長 危機管理課長 遠藤 眞

電 話 ０４６－２２５－２１９６
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令和４年度当初予算主要事業 
（防災・減災のまちへ） 

事業名 浸水防止対策事業補助金 

区 分 新 規 

事業の目的 
 河川の氾濫等による浸水被害の防止や軽減を図るため、浸水対策

の取組を強化しようとする企業及び管理組合等に対し補助金を交

付し、地域経済の安定及び地域住民の安心・安全を守ります。 

事業概要 

 河川の氾濫等による浸水被害から店舗、事務所、工場、集合住宅

等の施設を守るため、浸水防止対策工事等を行う企業等に対し、費

用の一部を補助します。 
 
補助対象物件：店舗、事務所、工場、集合住宅（マンション）、 
       テナントビル等 
補助対象事業：浸水防止対策工事等 
補 助 要 件：災害時における一時避難施設に関する協定の締結等 
補 助 率：対象経費の１／３ 
補 助 上 限 額：3,000 万円 
 
 
 
※止水板のイメージ 

令和４年度 
当初予算額 ５０，０００千円 

担当課 

部 ・ 課 市長室 危機管理課 

担当課 長 危機管理課長 遠藤 眞 

電 話 ０４６－２２５－２１９６ 
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令和４年度当初予算主要事業

（防災・減災のまちへ）

事業名
止水板設置補助金

（公共下水道事業会計）

区 分 新 規

事業の目的

 降雨による浸水被害の防止又は軽減を図るため、止水板を設置等

する者に補助金を交付し、地域経済の安定及び地域住民の安心・安

全を守ります。

事業概要

降雨による浸水被害から、住宅や集合住宅等の被害を軽減するた

め、止水板を設置する者に対し、その購入費等の一部を補助します。 

補助対象物件：住宅、集合住宅（マンション）、店舗、事務所等 

補助対象事業：止水板の購入・設置に必要な費用 

補 助 率：対象経費の１／２

補 助 上 限 額：50 万円

※止水板のイメージ

令和４年度

当初予算額
２，０００千円

担当課 

部 ･ 課 都市整備部 下水道総務課

担 当 課 長 下水道総務課長 岩崎 正則

電 話 ０４６－２２５－２３６５
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令和４年度当初予算主要事業

（防災・減災のまちへ）

事業名
公共下水道浸水対策事業

（公共下水道事業会計）

区 分 拡 充

事業の目的

 近年、頻発している下水道施設の整備水準を超える局地的集中豪

雨等に対し、効果的な雨水管の整備を実施し、安心・安全なまちづ

くりを目指します。

事業概要

【公共下水道厚木排水区浸水対策北貯留管整備事業】（継続） 

 本厚木駅周辺の厚木排水区における浸水被害の軽減を図る目的

で厚木北地区に雨水貯留管整備を進めております。 

令和４年度は最終年度となることから完成後は令和元年度に完

成した厚木南地区の雨水貯留施設と併せ、平成28年度から取り組ん

できた本厚木駅周辺の浸水被害軽減事業が完成します。 

【公共下水道恩曽川左岸第６排水区浸水対策事業】（継続） 

 厚木郵便局前交差点西側の浸水対策として、公共下水道雨水管整

備を令和３年度から継続事業として進めており、令和４年度につい

ては内径2,000ﾐﾘﾒｰﾄﾙの雨水管を推進工法により工事を進めます。 

【公共下水道恩曽川左岸第１排水区浸水対策事業】（新規） 

 水引一丁目から南町付近までの約２キロメートルの区間で、国道

246号と昭和用水路に挟まれた地区の浸水対策として、市道昭和用

水線地下に雨水を一時的に貯留することで浸水被害の軽減を図る

ことを目的に新たな雨水貯留管整備計画を策定いたします。 

令和４年度

当初予算額

公共下水道厚木排水区浸水対策北貯留管整備事業費（継続費）

５８０，０００千円

公共下水道恩曽川左岸第６排水区浸水対策事業費（継続費）

４４０，０００千円

公共下水道恩曽川左岸第１排水区浸水対策事業費

２５，０００千円

担当課 

部 ･ 課 都市整備部 下水道施設課

担 当 課 長 下水道施設課長 桒田 弘之

電 話 ０４６－２２５－２３７６
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令和４年度当初予算主要事業

（防災・減災のまちへ）

事業名 木造住宅耐震改修促進事業費補助金

区 分 拡 充

事業の目的

 木造住宅の地震による倒壊等の被害を軽減するため、耐震改修に

かかる費用の一部を補助することで、木造住宅の耐震化を促進する

ものです。

事業概要

昭和56年以前の旧耐震基準で建築された木造住宅を対象として、

耐震診断及び耐震改修工事を行う所有者等に対し、その費用の一部

を補助します。 

 また、市民税非課税世帯の方が行う耐震改修工事については、１

件につき50万円を上限に割増します。 

１ 対象 

 昭和56年以前の旧耐震基準で建築された地上２階建て以下の

在来軸組工法による木造住宅の所有者等 

２ 補助額 

(1) 耐震診断 全額（上限７万５千円） 

(2) 耐震改修設計 耐震設計費用の２／３（上限９万円） 

(3) 耐震改修工事 耐震工事費用の２／３（上限 100 万円） 

 市民税非課税世帯 上限 50 万円割増し 

(4) 耐震工事監理費 工事監理費の２／３（上限６万円）

３ 県内の耐震改修工事の補助額の比較 

一般世帯 

補助額 

非課税世帯 

割増額 補助額 

厚木市 100 万円 50 万円 150 万円 

横浜市 100 万円 40 万円 140 万円 

川崎市 85 万円 50 万円 135 万円 

平塚市 90 万円 30 万円 120 万円 

鎌倉市 100 万円 20 万円 120 万円 

※県内で非課税世帯割増しを行っている市のみ記載。

令和４年度

当初予算額
１４，５００千円

担当課 

部 ･ 課 まちづくり計画部 建築指導課

担 当 課 長 建築指導課長 嶋崎 稔

電 話 ０４６－２２５－２４３６
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令和４年度当初予算主要事業

（防災・減災のまちへ）

事業名 睦合分署消防訓練場整備事業

区 分 拡 充

事業の目的

災害が複雑多様化、大規模化する中、消防職・団員等の災害対応

能力の向上を図るため、実践的な火災想定訓練が可能な訓練施設を

整備します。

事業概要 消防訓練場は、厚木秦野道路及び都市計画道路厚木環状２号線の

事業用地として、約1,400㎡が収用されることから、限られた敷地

で効果的な訓練ができるよう再整備を行います。

 消防団操法エリア等は、コンクリート舗装を施し、併せて、火災

想定訓練を実践的に行うことが可能な訓練施設（模擬家屋）を設置

し、消防職・団員の活動能力の向上に繋げます。

令和４年度

当初予算額
１０６，４５８千円

担当課 

部 ･ 課 消防本部 消防総務課 

担 当 課 長 消防総務課長 岡田 政弘

電 話 ０４６－２２３－９３６６

厚木環状２号線 

厚木秦野道路 

模擬家屋イメージ図 

模擬家屋 
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令和４年度当初予算主要事業

（カーボンニュートラル実現へ）

事業名 カーボンニュートラル推進事業

区 分 新 規

事業の目的

 2050年カーボンニュートラルの実現に向け、行動を起こすために、市民が

実現をイメージしやすいシナリオを示すとともに、市全体にカーボンニュー

トラルを推進する必要性を浸透させ、企業や市民等に行動を促すために、継

続した啓発活動を行い、周りの人たちが皆取り組んでいることが見える状況

を創り出し、自らも取り組みたいという意識の芽生えにつなげます。

事業概要

【カーボンニュートラル戦略事業】

カーボンニュートラルを実現するまでの道のりとなるロードマップを策定

します。2030年度、2040年度における温室効果ガスの削減目標、再生可能エ

ネルギーの導入目標、省エネ目標などを定め、それに向けた取組を検討しま

す。 

①ＣＯ２排出量の現状分析 ②温室効果ガス排出量の将来推計

③再エネ導入ポテンシャルの推計 ④必要な施策、指標の検討等

⑤脱炭素シナリオの作成 ⑥再エネ導入目標、省エネ目標（ＣＯ２削減目

標）の設定 ⑦ロードマップ案作成 

【カーボンニュートラル推進事業】

カーボンニュートラルの実現に向け、市民の皆様への各種啓発活動を行う

とともに、脱炭素に取り組む市内の企業、団体、個人が参加（登録）するプ

ラットフォーム（ポータルサイト）を構築します。

プラットフォームは、登録することでカーボンニュートラル実現に向けた

取組を行う意思表示を行うことができるものとし、取組事例の公表、一定の

基準を満たした企業の認定、個人の取組のコンテスト、企業や大学、金融機

関のマッチングなどにより取組を活性化させ、機運の醸成を図ります。

 このような仕組みを構築するための支援を委託し、運用開始に向け周知を

行うものです。

※ カーボンニュートラルプラットフォームイメージ

令和４年度

当初予算額

カーボンニュートラル戦略事業費 １０，０００千円

カーボンニュートラル推進事業費 １２，８６８千円

担当課 
部 ･ 課 環境農政部 環境政策課 

担 当 課 長 環境政策課長 飯田 和久

電 話 ０４６－２２５－２７５６
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令和４年度当初予算主要事業

（カーボンニュートラル実現へ）

事業名 小・中学校ＬＥＤ化推進事業

区 分 新 規

事業の目的

 2050年カーボンニュートラルの実現に向け、市立小・中学校にお

けるＣＯ２排出量の削減を図るとともに、安心・安全で快適な教育

環境を確保します。 

事業概要

厚木市地球温暖化対策実行計画に基づく取組の一環として、学校

施設における大きなエネルギー負荷となっている照明器具を高効

率なＬＥＤ器具に更新することで、施設の省エネルギー化（ＣＯ２

排出量削減）を図るとともに、児童・生徒が安心して安全に学校生

活を送ることができる快適な教育環境を確保します。 

【照明器具更新（ＬＥＤ化）修繕】 

施 設 名 施 設 規 模 児童・生徒数 

戸田小学校 7,185㎡ 331人 

睦合東中学校 10,626㎡ 596人 

 （児童・生徒数：令和３年５月１日現在） 

令和４年度

当初予算額

小学校ＬＥＤ化推進事業費 ４３，５００千円

中学校ＬＥＤ化推進事業費 ６７，６００千円

担当課 

部 ･ 課 教育総務部 教育施設課 

担 当 課 長 教育施設課長 齋藤 茂

電 話 ０４６－２２５－２６０５
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令和４年度当初予算主要事業

（カーボンニュートラル実現へ）

事業名 ＥＶ消防車両整備事業

区 分 新 規

事業の目的
2050年カーボンニュートラルの実現に向け、ＣＯ２排出量の少な

いＥＶ指令車を整備します。

事業概要

指令車は、災害現場で指揮活動などの役割を果たす車両であり、

車両の色は、公安委員会に指定された赤色となります。 

ＥＶ指令車は、神奈川県内初となるＥＶ消防車両であり、令和４

年12月から運用開始する予定です。 

なお、ＣＯ２排出量の少ない電気自動車を整備することにより、

脱炭素社会を推進するとともに、外部給電装置を積載することで、

災害現場での電源を必要とする資機材の活用などにおいて、電気供

給を可能とします。 

令和４年度

当初予算額
７，２２３千円

担当課 

部 ･ 課 消防本部 警防課 

担 当 課 長 警防課長 加藤 隆英

電 話 ０４６－２２３－９３６７

ＥＶ指令車イメージ 
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令和４年度当初予算主要事業

（カーボンニュートラル実現へ）

事業名 電気自動車推進事業費補助金

区 分 新 規

事業の目的
 2050年カーボンニュートラルの実現に向け、再生可能エネルギー

由来の電力とともに電気自動車の普及促進を図ります。

事業概要

自宅で再生可能エネルギー由来の電気契約をしている家庭や、太

陽光発電システムで発電した電気を使用している家庭を対象に、電

気自動車の購入補助を行います。

【補助額】

・電気自動車１台当たり20万円

【補助要件】

・当該年度の対象期間内に電気自動車を購入した者

・自家に設置した太陽光発電システムで発電した電気を使用

していること

・太陽光発電システムを設置していない場合は、市が認める

再生可能エネルギー由来の電力メニューの契約をしている

こと

令和４年度

当初予算額
９，１２２千円

担当課 

部 ･ 課 環境農政部 環境政策課 

担 当 課 長 環境政策課長 飯田 和久

電 話 ０４６－２２５－２７５６
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令和４年度当初予算主要事業

（カーボンニュートラル実現へ）

事業名 間伐材利用促進事業

区 分 新 規

事業の目的

感性豊かな乳幼児期から森林環境教育や木育
もくいく

の充実、推進を図る

ことにより、市の豊かな自然への愛着を育むとともに、間伐材の活

用を通じた森林整備により、ＣＯ２吸収量の増加を図ります。

事業概要

新生児が生まれた家庭を対象に、厚木産間伐材を活用した木製品

を誕生祝い品『（仮）あつ木のおもちゃ』として贈呈し、幼児から

木に触れて親しむ木育
もくいく

を推進します。

また、間伐材の活用を通じ、市内産木材の需要を高めることで、

森林整備を行う動機付けにつなげます。

１ 対象者

 令和４年４月１日以降に新生児が生まれた家庭 

２ 贈呈方法等（予定） 

(1) 贈呈時期  令和４年８月１日から 

(2) 贈呈場所  厚木市まるごとショップ「あつまる」 

(3) 贈呈方法  助産師や保育士が新生児の家庭に「産婦・新生 

児訪問」又は「こんにちは赤ちゃん訪問」をした 

際に、祝い品贈呈券を配布。 

３ 贈呈品 

(1) 作成個数 1,500個（年間平均出生者数） 

(2) 誕生祝い品（例）

乳歯入れ  ガラガラ  押し車 積み木

令和４年度

当初予算額
１０，５００千円

担当課 

部 ･ 課 環境農政部 農業政策課 

担 当 課 長 農林・鳥獣対策担当課長 柏木 忠雄

電 話 ０４６－２２５－２８１２
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令和４年度当初予算主要事業

（カーボンニュートラル実現へ）

事業名 スマートハウス推進事業費補助金

区 分 拡 充 

事業の目的

 2050年カーボンニュートラルの実現に向け、住宅における太陽光

発電システムなどのスマートエネルギー設備の導入促進を図りま

す。

事業概要

自らが居住する住宅に太陽光発電システムや蓄電池等を設置し

た者に対し、設置費用の一部を補助します。

 新たに、コンパクト・プラス・ネットワーク推進の考え方を取り

入れ、居住誘導区域外から居住誘導区域への市内転居者で、新たに

住宅を取得した者がスマートハウス機器を設置した場合に、５万円

上乗せする居住誘導加算を追加します。 

 また、既存住宅への太陽光発電システムの設置を促進するため、

既存住宅設置加算を追加します。 

【補助額】 

〇ゼロ・エネルギー・ハウス導入奨励金 

・ゼロ・エネルギー・ハウス 10万円

〇スマートハウス導入奨励金 

・太陽光発電 １kW当たり１万円（上限６万円）

・蓄電池 ５万円

・ＨＥＭＳ １万円

・家庭用燃料電池 ５万円

・スマートハウス加算（指定の機器を同時設置） ５万円

・大容量加算（６kW以上の太陽光発電） ２万円

・【新】居住誘導加算 ５万円

・【新】既存住宅設置加算（太陽光発電） 10万円

令和４年度

当初予算額
２０，０５０千円

担当課 

部 ･ 課 環境農政部 環境政策課 

担 当 課 長 環境政策課長 飯田 和久

電 話 ０４６－２２５－２７５６
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令和４年度当初予算主要事業

（カーボンニュートラル実現へ）

事業名 カーボンニュートラル教育推進事業

区 分 新 規

事業の目的

2050年カーボンニュートラルの実現に向け、市民がその必要性の

理解を深める講座を新たに設けるとともに、市立小・中学校におい

ては、児童・生徒及び教職員への基礎的な事項を学ぶ機会を設け、

一人一人が自分ごととして身近に感じられるように意識の醸成を

図ります。 

事業概要

【あつぎ協働大学カーボンニュートラル講座開設事業】 

多くの市民が学習することができる、あつぎ協働大学において、

カーボンニュートラルの必要性の理解を深めるため、特別講座等を

開講します。

【カーボンニュートラル教育推進事業】 

市立小・中学校においては、学識経験者や企業等から講師を学校

に派遣し、児童・生徒及び教職員に対して基礎を分かりやすく教え

る学習機会を設けます。 

令和４年度

当初予算額

あつぎ協働大学カーボンニュートラル講座開設事業費 

１，４００千円【文化生涯学習課】 

カーボンニュートラル教育推進事業費

１，０８０千円【教育指導課】

担当課 

部 ･ 課 協働安全部 文化生涯学習課 学校教育部 教育指導課 

担 当 課 長 文化生涯学習課長 石山 智洋 教育指導課長 長谷川 真

電 話 ０４６－２２５－２４２９ ０４６－２２５－２６６６

20



令和４年度当初予算主要事業

（カーボンニュートラル実現へ）

事業名 自家消費型太陽光発電等導入費補助金

区 分 新 規

事業の目的

 2050年カーボンニュートラルの実現に向け、新たに住宅以外の施

設（企業、団体、個人事務所等）における自家消費型太陽光発電の

設置促進を図ります。 

事業概要

カーボンニュートラルの実現に向けては、ＣＯ２排出量の４割を

占める電気を化石燃料由来から再生可能エネルギー由来に替える

ことが重要であることから、これまで補助対象としていなかった住

宅以外の施設（企業、団体、個人事務所等）における自家消費型太

陽光発電システム及び蓄電池の導入を推進するため、設置に係る費

用に対して補助を行います。 

【補助額】 

・自家消費型太陽光発電システム

１kW当たり５万円（上限60kW  300万円）又は

事業費の１／３のいずれか低い額

・蓄電池

10万円

令和４年度

当初予算額
１５，５００千円

担当課 

部 ･ 課 環境農政部 環境政策課 

担 当 課 長 環境政策課長 飯田 和久

電 話 ０４６－２２５－２７５６
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令和４年度当初予算主要事業

（カーボンニュートラル実現へ）

事業名 中小企業カーボンニュートラル推進事業補助金

区 分 新 規 

事業の目的

 2050年カーボンニュートラルの実現に向け、市内中小企業におけ

るカーボンニュートラルを目指す取組の意識向上を図り、事業活動

における脱炭素化を推進するための支援を行います。 

事業概要

温室効果ガスの排出量が多い製造業を営む中小企業に対して、電

気自動車の導入やＬＥＤ化に係る経費の一部を補助します。  

【対象者】

製造業を営んでいる中小企業事業主

【補助率】

 ２／３ 

【上限金額】

電気自動車 100万円 

ＥＶ充電器 100万円 

省エネ設備（ＬＥＤ及び空調等）50万円 

【対象経費】

本体、工事費用

※オプションは対象外

【事業の効果】

 市内中小企業が、カーボンニュートラルの実現を目指す背景や重

要性を理解し、積極的に設備投資が可能となるよう支援すること

で、カーボンニュートラルの取組の向上とともに企業の持続的な発

展を後押しします。 

令和４年度

当初予算額
１５，０００千円

担当課 

部 ･ 課 産業振興部 産業振興課 

担 当 課 長 産業振興課長 中村 慎一

電 話 ０４６－２２５－２８０７
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令和４年度当初予算主要事業

（カーボンニュートラル実現へ）

事業名 モビリティマネジメント事業

区 分 新 規

事業の目的

 自家用車利用の増加は、交通事故や交通混雑などの交通問題、大

気汚染などの環境問題といった様々な問題を引き起こしているこ

とから、自家用車に過度に依存しない交通体系の実現に向け市民意

識を変えていくことが重要となります。  

 このため、公共交通利用促進に向けた施策として、通勤時の自家

用車利用抑制と路線バス等の利用促進を目的とした、モビリティマ

ネジメントに取り組むことにより、ＣＯ２排出量の削減を図りま

す。

※ モビリティマネジメントとは、一人一人のモビリティ（移動） 
が、「過度に自動車に頼る状態」から「公共交通や徒歩などを

含めた多様な交通手段を適度に利用する状態」へと自発的に変

化することを促すために、市民や職場等の組織に働きかけるコ

ミュニケーション施策を中心とした交通施策のひとつです。

事業概要

本市の代表交通手段分担率は自動車（41％）、鉄道（23％）、路

線バス（５％）となっており、今後、公共交通の利用を促進するに

は、本市の交通特性である中心部と郊外部を結ぶ双方向のバス路線

をいかし、自家用車から路線バスへの転換を促すなど、公共交通が

身近な移動手段となるような意識付けが必要になります。 

ＳＤＧｓやカーボンニュートラルの達成に向け、市民一人一人の

公共交通に関する意識や大切さを醸成していき、幅広い年代への公

共交通利用を促進するため、モビリティマネジメントの取組とし

て、厚木市職員をはじめ市内企業へ協力を仰ぎ、ある一日を「あつ

ぎノーマイカーデー」として自家用車による通勤を抑制し、公共交

通を利用してもらうことで、混雑箇所の交通量の変化や、ＣＯ２の

削減量などを推計し、市民に対し公共交通利用の重要性をアピール

していきます。

令和４年度

当初予算額
５,０００千円 

担当課 

部 ･ 課 まちづくり計画部 都市計画課 

担 当 課 長 交通政策担当課長 前場 徹

電 話 ０４６－２２５－２４０７
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令和４年度当初予算主要事業 

（カーボンニュートラル実現へ）

事業名 事業系ごみ資源化推進事業 

区 分 新 規 

事業の目的 

 事業系ごみの減量化・資源化を推進するため、事業所から排出さ

れる食品廃棄物のバイオエネルギー化による資源化や生ごみ処理

機による減量化を進め、ＣＯ２排出量の削減を図ります。 

事業概要 

１ 事業系ごみ資源化事業費 

 令和３年度から事業化している公共施設から排出される食品

廃棄物の資源化ルートを活用し、民間事業所から排出される食品

廃棄物（産業廃棄物となる食品廃棄物を除く。）のバイオエネル

ギー化を行います。 

 食品廃棄物の資源化に意欲のある事業所を募り、収集・運搬を

市が担い、資源化経費は事業者負担とします。 

２ 事業系生ごみ処理機設置補助金 

 食品廃棄物（産業廃棄物となる食品廃棄物を除く。）を排出す

る事業所に事業系の生ごみ処理機を設置することにより、事業系

一般廃棄物排出量の削減を図るため、生ごみ処理機を設置する事

業者に対し補助を行います。 

(1) 補助率：２／３

(2) 限度額：200 万円

(3) 補助予定数：３基

(4) 他市の状況：県内４市

（鎌倉市、大和市、海老名市、綾瀬市） 

 最大補助限度額 鎌倉市 補助率：１／３ 

限度額：100 万円 

令和４年度 

当初予算額 

事業系ごみ資源化事業費 ６６，７８５千円 

事業系生ごみ処理機設置補助金 ６，０００千円 

担当課 

部 ･ 課 環境農政部 環境事業課 

担 当 課 長 環境事業課長 星野 惠三 

電     話 ０４６－２２５－２７９５ 
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令和４年度当初予算主要事業

（人にやさしい都市へ）

事業名 コンパクト・プラス・ネットワーク推進事業

区 分 拡 充 

事業の目的

居住と生活サービス施設をバス路線沿線に緩やかに誘導し、居住と生活サ
ービス施設の距離を短縮することにより、市民の生活利便性を高め、誰もが
快適に移動でき、地域で暮らし続け、働き続けることができる人にやさしい
都市を目指すものです。

事業概要

１ 生活利便施設立地促進事業 
生活利便施設が不足している地域において、スーパーやコンビニエンスス

トア、診療所などの立地を促進するため、新規出店又は開設等をする事業者
に対し施設整備等に係る費用の一部を５年間補助します。
また、診療所に調剤室を整備する場合の補助限度額の拡充と、新たに当該

生活利便施設の立地に合わせて太陽光発電設備及び蓄電システム等を設置し
た場合にその設置費用の一部を補助します。
（１） 生活利便施設整備等費

補助対象
施設

補助金の額 補助限度額 補助対象エリア

スーパー ①施設整備費
施設整備費の１／２に

相当する額
②調剤室整備費
調剤室整備費の１／２

に相当する額
③土地・建物賃借料
事業を開始した日か

ら５年間分の賃借料に
相当する額

補助金額は①、②及び
③の合計額又は補助限
度額のいずれか小さい
額

１ 億 円
次のいずれかに該当するもの
１ 公共交通利便性強化路線※1の沿線 
２ 施設が不足する地区※2

※いずれの場合も、立地する敷地の
中心から概ね半径１kmの区域内に同
種の施設が無いこと

ドラッグス

トア
５千万円

コンビニエ

ンスストア
２千万円

公共交通利便性強化路線※1の沿線
で、立地する敷地の中心から概ね半径
500mの区域内に同種の施設が無いこ
と

内科を有す

る診療所

２千万円
（調剤室を整

備した場合は、 
２千100万円）

１ 公共交通利便性強化路線※1の沿線 
で、立地する敷地の中心から概ね半
径800mの区域内に同種の施設が無い
こと

２ 調剤室整備費は、立地する敷地の
概ね半径800ｍの区域内に薬局が無
いこと

（２） 自家消費型太陽光発電設備整備費

補助金の額 上限額 

自家消費型太陽光発電設備整備費の１／３に相当する額又は当該設備
の発電出力に1ｋｗ当たり７万円を乗じた額のいずれか低い額 

420万円 

（３） 蓄電システム等整備費

補助金の額 上限額 

蓄電システム等整備費の１／３に相当する額 15万円 

※１「公共交通利便性強化路線」とは、１日片道30本以上のバスが運行されているバス路線

※２「施設が不足する地区」とは、上依知、山際、関口、中依知、下依知、金田、宮の里

２ 居住誘導区域（がけ地近接等危険住宅）移転事業
災害リスクの高いハザードエリアからの移転を希望する市民に対し、移転

に係る費用の補助を拡充します。
また、コンパクト・プラス・ネットワーク推進計画に定める居住誘導区域

内に移転する場合は、移転費等の一部についても補助します。

令和４年度

当初予算額

生活利便施設立地促進事業補助金 ２９，７５０千円

居住誘導区域（がけ地近接等危険住宅）移転事業補助金 ８，７９３千円

担当課 

部 ･ 課 まちづくり計画部 都市計画課

担 当 課 長 都市計画課長 高坂 英登

電 話 ０４６－２２５－２４０６
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令和４年度当初予算主要事業

（人にやさしい都市へ）

事業名 街路整備事業

区 分 継 続

事業の目的
安全で快適な市民生活を確保するとともに、体系的な交通ネット

ワ－ク構築のため都市計画道路の整備促進を図ります。

事業概要

 厚木環状３号線は、都市計画道路としての交通ネットワーク構築

とともに、森の里東土地区画整理事業施行地区への主要アクセス道

路として企業誘致を促進させることで、地域経済の活性化を支援し

ます。

県道63号（相模原・大磯）宮地交差点から市道籏谷上古沢線まで

の約1,700ｍ区間の供用開始に向け、令和４年度につきましては、

引続き用地買収を進めるとともに、周辺関連道路の測量、設計委託

及び整備工事を実施します。

事 業 期間・金額

街路整備工事（第４工区) 
[継続費] L=500ｍ 

令和２年度～令和４年度

総額650,000千円

交差点整備工事

[継続費] L=340ｍ 

令和３年度～令和５年度

総額700,000千円

本厚木下津古久線は、新東名高速道路 厚木南ＩＣへのアクセス

機能や西部地域との環状系ネットワーク化を高めるとともに、南部

産業拠点地区への企業誘致にもつながることで、地域経済の活性化

を支援します。

国道271号から県道22号（横浜・伊勢原）までの1,700ｍ区間の供

用開始に向け、令和４年度につきましては、測量、設計委託及び地

盤改良工事を実施します。

令和４年度

当初予算額

厚木環状３号線街路整備事業費 ７４１，０００千円

厚木環状３号線（第４工区）街路整備事業費（継続費） ３００，０００千円

厚木環状３号線交差点街路整備事業費（継続費） ３００，０００千円

本厚木下津古久線街路整備事業費 ４５７，５００千円

街路用地取得事業費 ３１６，２２１千円

担当課 

部 ･ 課 道路部 道路整備課 道路部 道路整備課 

担 当 課 長 幹線道路担当課長 渡邉 篤 道路用地担当課長 角田 晃廣

電 話 ０４６－２２５－２３１８ ０４６－２２５－２３０７

26



令和４年度当初予算主要事業

（人にやさしい都市へ）

事業名 中町第２－２地区周辺整備関連事業

区 分 継 続

事業の目的
 都市機能集約による利便性の高い交通結節点としての機能向上を

図ることにより、魅力と賑わいあふれる拠点都市を目指します。

事業概要

多くの市民の皆様が気軽に立ち寄り、「いい日々、いい時間。」

を過ごすことができる「サードプレイス」の創出を目指し、次の事

業を実施していきます。

①中心市街地の新たな中核拠点となる図書館、（仮称）未来館、

市庁舎等で構成する複合施設の基本設計

②歩行者、自動車等が安全かつ円滑に移動できる交通動線の確保に

向け、周辺交通アクセス道路整備に必要な関係機関協議、用地取

得を推進

③複合施設の主要機能の一つである（仮称）未来館の内装・展示基

本設計の実施

令和４年度

当初予算額

中町第２－２地区周辺整備事業費 １４０，９５８千円【市街地整備課】 

複合施設整備事業費（継続費）  １４２，３５４千円【市街地整備課】 

(仮称)未来館整備事業費  ３０，２７７千円【青少年課】 

図書館整備事業費 ５，４４０千円【中央図書館】 

中町第２－２地区周辺交通アクセス整備事業費 ９，０００千円【道路整備課】 

道路整備用地取得事業費（中町第２－２地区関連分）２５６，２００千円【道路整備課】 

担当課 

部 ･ 課 
都市整備部 

市街地整備課 

こども未来部 

青少年課 

社会教育部 

中央図書館 

道路部 

道路整備課 

道路部 

道路整備課 

担 当 課 長 
中町第 2-2 地区整備 

担当課長 大森 修 

青少年課長 

出水 定 

中央図書館長 

葉山 清美 

道路整備課長 

津田 信二 

道路用地担当課長 

角田 晃廣 

電 話 046-225-2854 046-225-2579 046-223-0033 046-225-2316 046-225-2307
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令和４年度当初予算主要事業

（人にやさしい都市へ）

事業名 本厚木駅北口周辺整備事業

区 分 継 続

事業の目的

 本厚木駅北口周辺地区は、都市計画マスタープランにおいて、都

市中心拠点に位置付けております。「厚木の顔」にふさわしい多様

な都市機能の集積や交通結節機能の充実を図るとともに、居心地が

良く、歩きたくなる中心市街地を目指し、北口駅前広場及び周辺地

区の市街地再開発事業に向けた取組を進めます。

事業概要

本厚木駅北口周辺地区において、都市計画決定や組合設立に向け

た事業計画等の検討をするとともに、地区内権利者で組織された準

備組合（令和３年10月設立）への支援を行い、市街地再開発事業の

実施を目指します。

 また、市街地再開発準備組合が実施する組合設立促進事業に要す

る経費の一部を補助するなど積極的な支援を行います。

本厚木駅北口周辺 東口交差点周辺

令和４年度

当初予算額

本厚木駅北口周辺整備事業費 １５，３５３千円 

本厚木駅北口地区市街地再開発組合設立促進事業補助金  ２６４千円 

担当課 

部 ･ 課 都市整備部 市街地整備課 

担 当 課 長 市街地整備課長 諏訪部 知保

電 話 ０４６－２２５－２８５２
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令和４年度当初予算主要事業

（人にやさしい都市へ）

事業名 酒井土地区画整理推進事業

区 分 継 続

事業の目的

 酒井地区の計画的かつ充実した都市基盤を形成するため、施行者

である酒井土地区画整理組合に対する指導、助言及び支援に努める

とともに、施行地区周辺の必要な関連都市基盤を整備します。

事業概要

酒井土地区画整理事業（約27ha）については、令和元年９月に土

地区画整理組合の設立を認可し、現在、本格的な基盤整備工事が進

められています。

 今後も、引き続き早期の産業用地創出及び企業誘致に向け、組合

に対する技術的援助等を行うとともに、厚木市土地区画整理事業助

成規則に基づく補助金を交付するなど令和６年度の整備完了を目

指して、組合を支援します。

 また、市では施行地区周辺の都市基盤整備（道路・水路）を事業

の進捗状況に合わせて進めます。

【令和４年度の主な予定】

・市補助金の交付

・関連道水路整備の実施

令和４年度

当初予算額

酒井土地区画整理事業補助金 ７００，０００千円

酒井土地区画整理関連道水路整備事業費 ８９，０００千円

酒井地区運営事業費 ５４２千円

担当課 

部 ･ 課 都市整備部 まちづくり推進課 

担 当 課 長 森の里東・酒井地区整備担当課長 安藤 学

電 話 ０４６－２２５－２８５６

整備イメージ

令和６年度 

整備完了予定 
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令和４年度当初予算主要事業

（人にやさしい都市へ）

事業名 森の里東土地区画整理推進事業

区 分 継 続

事業の目的

 森の里東地区の計画的かつ充実した都市基盤を形成するため、施

行者である森の里東土地区画整理組合に対する指導、助言及び支援

に努めるとともに、施行地区周辺の関連都市基盤を整備します。

事業概要

森の里東土地区画整理事業（約68ha）については、企業５社が操

業開始しており、２社が建築工事中です。

今後も、引き続き自然環境に配慮しながら段階的に工事を進め、

令和５年度のＣ工区整備完了及び立地企業の操業を目指して、組合

を支援します。

また、市では施行地区周辺の都市基盤整備（道路・排水路）を事

業の進捗状況に合わせて進めます。

【令和４年度の主な予定】

・社会資本整備総合交付金の市負担分の支出

・関連道路、排水路整備の実施

令和４年度

当初予算額

森の里東土地区画整理推進事業費 ３，３２５千円 

森の里東土地区画整理関連道路整備事業費 １２，１５０千円 

森の里東土地区画整理関連排水路整備事業費 ８０，５００千円 

森の里東土地区画整理関連排水路整備事業費（継続費） ４５，０００千円 

森の里東土地区画整理関連排水路（その２）整備事業費（継続費） 
６０，０００千円 

森の里東地区運営事業費 ３２６千円 

担当課 

部 ･ 課 都市整備部 まちづくり推進課 

担 当 課 長 森の里東・酒井地区整備担当課長 安藤 学

電 話 ０４６－２２５－２８５６

厚木市斎場

厚木西高校

Ａ工区（整備完了）

Ｃ工区 

令和５年度 

整備完了予定 

整備イメージ

Ｂ工区

（整備完了）
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令和４年度当初予算主要事業 
（将来都市像実現へ） 

事業名 病院事業会計重点施策負担金 

区 分 新 規 

事業の目的 令和４年度からスタートする第３次厚木市立病院経営計画にお

ける重点施策を推進します。 

事業概要 

 

令和４年度からスタートする第３次厚木市立病院経営計画にお

ける重点施策として、新たな政策医療を提供します。 

 

がん診療連携指定病院の指定  令和４年４月開始  
 

神奈川県が指定するがん診療

連携指定病院として、お住まいの

地域で高度ながん治療が受けら

れる体制を更に充実させるとと

もに、「がん」と診断されたとき

から、治療と同時に心と体の痛み

を和らげる緩和ケアの充実を図

ります。 

 

脳 卒 中 セ ン タ ー の 開 設  令和４年４月開始  
 

地域の医療機関や救急隊からの要請に対し、脳神経内科医と脳神

経外科医が連携して円滑に脳卒中患者を受け入れ、脳卒中症例の急

性期における、より高度で専門的な治療を行う体制を整備します。 

 

無痛分娩初診外来の開設  令和４年１月開始  
 

総合病院の強みをいかし、麻酔科専門医による硬膜外麻酔を使用

した安全で快適な無痛分娩を行い、出産時の痛みの緩和と分娩時の

ストレスを軽減することで、安心して子どもを産むことができる環

境を整備します。 
 

拡 充 

新 規 

新 規 

令和４年度 
当初予算額 ２００，０００千円 

担当課 

部 ･ 課 市立病院 経営管理課  

担 当 課 長 経営管理課長 小路 隆行 

電      話 ０４６－２２１－１５７０ 
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令和４年度当初予算主要事業 
（将来都市像実現へ） 

事業名 障害者相談支援事業 

区 分 拡 充 

事業の目的 

障がい児・者及びその介護者からの相談件数は、年々増加してお

り、また、相談内容も多様化及び複雑化していることから、身近な

地域の相談支援体制を拡充することで、障がいがある方が住み慣れ

た地域で自分らしい暮らしを送ることができるよう支援します。 

事業概要 

障がい者相談支援センターを２か所増設して、現在の市内６か所

から８か所とし、１センター当たりの担当地域を細分化すること

で、地域からの相談に対し、より丁寧に対応していきます。 

また、各センターの職員を新たに１人増員し、現在の1.6人から

2.5人の配置とします。このことにより、個別の相談に対し、より

充実した助言、必要な情報の提供等を行うとともに、関係機関と密

接に連携し、障がい児・者の日常生活及び社会生活における自立し

た生活を支援し、在宅福祉の一層の向上を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和４年度 
当初予算額 １７３，９０５千円 

担当課 

部 ･ 課 福祉部 障がい福祉課  

担 当 課 長 障がい福祉課長 湯舟 強 

電      話 ０４６－２２５－２２４６ 
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令和４年度当初予算主要事業 
（将来都市像実現へ） 

事業名 多機関協働による相談支援強化事業 

区 分 新 規 

事業の目的 

 複雑化・複合化した支援ニーズに対応するため、様々な課題を抱

え、支援を必要とする人を受け止める相談支援体制を強化し、誰も

が住み慣れた地域で自分らしい暮らしを人生の最期まで続けるこ

とができる地域包括ケア社会の実現を目指します。 

事業概要 

 

  
福祉総務課に相談支援包括化推進員を１人配置し、既存の相談支

援の取組を活かしつつ、複数の支援機関が協働して課題を包括的に

受け止める相談支援体制を強化します。 
【主な取組内容】 

１ 相談支援包括化推進員の配置 
２ 重層的支援会議の設置 
３ 職員研修の実施 

 
【本市が目指す多機関協働による相談支援体制のイメージ】 

令和４年度 
当初予算額 ４，２６６千円 

担当課 

部 ・ 課 福祉部 福祉総務課 
担 当 課 長 福祉総務課長 吉岡 篤広 
電      話 ０４６－２２５－２２０６ 
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令和４年度当初予算主要事業 
（将来都市像実現へ） 

事業名 要介護・高齢者等歯科診療充実事業 

区 分 新 規 

事業の目的  一般の診療所では治療が困難な要介護・高齢者に対する歯科診療

を確保し、要介護・高齢者の健康と口腔保健の向上を図ります。 

事業概要 
 

 
急速な高齢化に伴い、在宅での訪問歯科診療では、口腔内の疾患

を完治させることができない患者が増加しているため、歯科保健セ

ンターを利用した要介護者等に対する治療機会を提供します。 
 

【要介護・高齢者等歯科診療補助金】 
要介護・高齢者等歯科診療を運営する厚木歯科医師会に必要な人

件費等の一部を補助します。 
《対象患者》 
厚木市・愛川町・清川村在住者で 

・要介護及び要支援認定者（40歳以上） 

・要介護・要支援の認定を受けていないが、一般歯科診療所での治

療が困難な高齢者等 

《診療日時》 

毎週日曜日 午前９時から午後１時まで 
《診療場所》 
 厚木市歯科保健センター 
 
【要介護・高齢者等歯科診療設備整備事業】 

県の補助制度を活用し、要介護・高齢者等歯科外来での継続治療

に必要な医療機器（デジタルレントゲン）を厚木市歯科保健センタ

ー内に整備します。 

令和４年度 
当初予算額 

要介護・高齢者等歯科診療補助金      ４，７０２千円 

要介護・高齢者等歯科診療設備整備事業費 １２，１２２千円 

担当課 

部 ･ 課 市民健康部 健康長寿推進課  

担 当 課 長 健康長寿推進課長 久嶋 光行 

電      話 ０４６－２２５－２１５７ 

 

34



令和４年度当初予算主要事業

（将来都市像実現へ）

事業名 農福連携推進事業

区 分 新 規

事業の目的
 農業の担い手確保と障がい者等の就労機会の確保を図る取組で

ある「農福連携」の実現に向け、課題抽出と気運の醸成を図ります。 

事業概要

農福連携とは、農業分野と福祉分野との連携により、農業の振興

と障がい者等の就労機会の確保を図る取組で、今後の農福連携実現

に向け、令和４年度は、課題抽出と気運の醸成を図るため、次の事

業を行います。

１ 農業者へのアンケート調査

認定農業者や農業後継者等から、意識や委託可能な作業工程等

を聞き取ります。

２ 農福連携講習会・意見交換会の開催

先進地の関係者等を招き、農業者や福祉事業所職員、市職員を

対象に研修会や意見交換会を行い、農福連携への理解と相互の交

流を深めます。

３ 農福連携推進実証事業（農福トライアル協力金）

 試験的に農福連携に取り組む農業者や福祉事業者に対し、協力

金を支給し、事業への参画を促します。

≪将来的に目指す姿≫

令和４年度

当初予算額
２００千円

担当課 
部 ･ 課 環境農政部 農業政策課

担 当 課 長 農業政策課長 鈴木 正人

電 話 ０４６－２２５－２８０６

農業者 
障がい者 

福祉施設 

共同受注窓口・市・ＪＡ等 

①
農
作
業
の
依
頼

②
農
作
業
受
託
申
出

③双方の意向を集約しマッチング

④契約（作業内容、工程、報酬等）

⑥報酬支払

⑤作業提供
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令和４年度当初予算主要事業

（将来都市像実現へ）

事業名 中学校給食施設整備事業

区 分 継 続

事業の目的
 全中学校を対象に安心・安全な給食を継続的に提供するため、（仮

称）厚木市学校給食センターを整備します。

事業概要

既存施設の老朽化に伴う建て替えに当たり、施設の設計、建設、

維持管理及び運営をＰＦＩ法に基づき実施するため、令和２年10月

に締結した（仮称）厚木市学校給食センター整備運営事業契約によ

り、衛生的かつ機能的な施設を整備するとともに、令和４年９月の

給食提供開始から令和20年３月までの維持管理及び運営を行いま

す。 

施設については、文部科学省の学校給食衛生管理基準に適合した

高い衛生基準を確保し、炊飯設備の導入や食育学習のための見学ホ

ールを整備します。 

また、維持管理・運営においては、食材調達・献立作成等を担当

する市と調理・配送等を担当する受注者が連携し、安心・安全な給

食を提供します。 

〇契約業務概要 

・施 設 整 備 業 務：Ｒ２.10 ～ Ｒ４.６

・開 業 準 備 業 務：Ｒ４.７ ～ Ｒ４.８

・維持管理運営業務：Ｒ４.９ ～ Ｒ20.３

令和４年度

当初予算額
２，７２７，１６３千円

担当課 

部 ･ 課 教育総務部 学校給食課 

担 当 課 長 学校給食施設整備担当課長 大塚 誠

電 話 ０４６－２２５－２４６１

36



令和４年度当初予算主要事業

（将来都市像実現へ）

事業名 小学校特別教室冷暖房設備設置事業

区 分 新 規

事業の目的
 近年の地球温暖化等による猛暑の影響から児童の健康被害を防

止し、安心・安全で快適な教育環境を確保します。

事業概要

児童が快適な教育環境の中で安心して安全に学校生活を送るこ

とができるよう、小学校（８校）の特別教室等に冷暖房設備を設置

します。（導入方式：リース方式）

【令和４年度設置予定校】

三田小学校、清水小学校、妻田小学校、鳶尾小学校、

毛利台小学校、上荻野小学校、依知小学校、上依知小学校

令和４年度

当初予算額
７，２９０千円

担当課 

部 ･ 課 教育総務部 教育施設課 

担 当 課 長 教育施設課長 齋藤 茂

電 話 ０４６－２２５－２６０５
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令和４年度当初予算主要事業 
（将来都市像実現へ） 

事業名 地域型保育施設運営費補助金 
区 分 拡 充 

事業の目的 
 小規模保育施設が年度当初から配置基準を上回る保育士を雇用

する費用の補助対象期間を２か月拡大し、安定した小規模保育の維

持を図ります。 

事業概要 

 

小規模保育事業は、都市部における待機児童対策等を目的に設け

られた事業であって、保育ニーズの高い０歳から２歳児までの乳幼

児を対象としています。本市では、平成27年度から令和元年度まで

定員数の拡大を図り、現在では市内に15の小規模保育施設が開設。  

令和３年４月に待機児童ゼロを達成した本市の待機児童解消に

大きく寄与してきました。 

年度 調査日 
小規模施設数 

（園） 
小規模定員 
（人） 

待機児童数 
（人） 

Ｈ27 
４／１ 

３ 56 

17 

10／１ 171 

Ｈ28 
４／１ 10 

10／１ 155 

Ｈ29 
４／１ 

４ 75 
48 

10／１ 145 

Ｈ30 
４／１ 

９ 
132 24 

10／１ 170 30 

Ｒ元 
４／１ 

15 284 

１ 

10／１ １ 

Ｒ２ 
４／１ １ 

10／１ １ 

Ｒ３ ４／１ ０ 

 小規模保育施設では、育児休業からの復帰等による年度途中から

生じる保育ニーズに応えるため、定員に満たない年度当初から、配

置基準を上回る保育士を確保しておく必要があります。その雇用保

育士に要する費用の補助（月額１人当たり１９５千円）を、これま

での４か月間から６か月間に拡大します。 

事業費15,990千円（195千円／保育士１人×人数×４か月
4 ～ 7 月

×該当施設） 

事業費20,000千円（195千円／保育士１人×人数×６か月
4 ～ 9 月

×該当施設） 

令和４年度 
当初予算額 ８８，０４５千円 

担当課 
部 ･ 課 こども未来部 保育課  
担 当 課 長 保育課長 大野 貢市 
電      話 ０４６－２２５－２２３５ 
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令和４年度当初予算主要事業 
（将来都市像実現へ） 

事業名 電子申請システム運営事業 

区 分 新 規 

事業の目的 

市民の利便性の向上、行政手続のデジタル化の推進を図るため、

電子決済機能を導入します。 

これにより、原則、24時間365日、申請から手数料納付までの手続

を来庁することなく完結する環境が整います。 

事業概要 

 

１ 概要 

現在の電子申請システムは、特例転出届や市民税・県民税申告

等の48の手続が申請可能となっていますが、電子決済機能はなく、

手数料等の支払いが必要な申請のほとんどは、来庁し窓口で納付

していただく必要がありました。 

しかし、電子決済機能を県内で初めて導入することにより、利

用環境が整っている方は、申請から決済までの手続を来庁せずに

完結することができるようになります。 

 

２ 導入予定している決済方式 

 (1) クレジットカード 

ビザ、マスターカード、ジェーシービー、アメリカンエクス

プレス、ダイナースクラブ 

 (2) インターネットバンキング 

MPN（Pay-easy） 

 (3) 電子マネー 

PayPay、LINE Pay、Apple Pay  

 

３ 証明書発行までの流れ 

(1) 【申請者】電子申請システムから必要な証明書を申請 

(2) 【市】    申請受理後、手数料と郵送料を算定 

(3) 【市】    算定した金額を申請者に通知 

(4) 【申請者】金額を確認し、希望の決済方法で決済 

(5) 【市】    決済を確認し、申請者へ証明書を郵送 

 

４ 電子納付対象証明書  

  住民票、戸籍謄本（現在戸籍） 

  市民税・県民税証明書、納税証明書 

令和４年度 
当初予算額 ４，１７９千円 

担当課 
部 ･ 課 政策部 情報政策課  
担 当 課 長 情報政策課長 岡本 一成 
電      話 ０４６－２２５－２４６０ 
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令和４年度当初予算主要事業 

（将来都市像実現へ） 

事業名 粗大ごみ収集管理システム導入事業 

区 分 新 規 

事業の目的 

 粗大ごみの戸別収集と環境センターへの持込みの予約に係る利

便性の向上を目指し、インターネットによる24時間ワンストップ予

約が可能な、粗大ごみ収集管理システムを導入します。 

事業概要 

 

１ 導入の経緯 

現在、粗大ごみの戸別収集と環境センターへの持込みについて

は、電話等による事前の予約制になっており、曜日や時間帯によ

ってはつながりにくい状況が発生していることから、インターネ

ットによる受付が可能な粗大ごみ収集管理システムを導入しま

す。 

 

２ システムの機能概要 

(1) 24時間ワンストップでのインターネット受付が可能になり

ます。 

(2) 検索機能により、申込者が過去の自分の申込実績等を参照

し、申し込むことができます。 

(3) 電子地図により、受付と同時に申込者が地図上で自宅等の

位置を確認できます。 

(4) 粗大ごみシール取扱店の一覧が表示されます。 

(5) タブレット端末を収集車に常備することにより、効率的な

収集が可能になります。 

 

３ 導入予定年月 

 令和５年１月 

 

４ 県内各市の導入状況 

 ５市（横浜市、川崎市、相模原市、鎌倉市、藤沢市）で導入済

みです。 

令和４年度 

当初予算額 
２，０７２千円 

担当課 

部 ･ 課 環境農政部 環境事業課  

担 当 課 長 環境事業課長 星野 惠三 

電      話 ０４６－２２５－２７９５ 
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令和４年度当初予算主要事業 
（将来都市像実現へ） 

事業名 建築確認台帳等電子化事業 

区 分 新 規 

事業の目的 

 建築確認台帳をデジタル化し、必要なデータ抽出の迅速化を図り

ます。また、地図情報と連動して建築計画概要書等の発行を行う窓

口業務をデジタル化し、申請から交付までにかかる待ち時間の短縮

を図ります。 

事業概要 

 
１ 現状 
  建築物等の確認申請等に係る情報は、台帳を整備し保存するこ

とが義務付けられていますが、現状は、紙や電子媒体が混在して

いる状況のため、統計や違反物件の抽出等に時間と手間がかかる

上、窓口での閲覧申請等があった際の対応にも時間を要していま

す。 
２ 事業による効果 

令和４、５年度の２か年で、建築確認台帳と窓口業務のデジタ

ル化を推進し、市民サービスの向上や業務の効率化を図ります。 
（１）建築確認台帳のデジタル化 
   過年度の建築物の確認申請等に係る情報について、建築行政

データベースに入力して一元化することにより、統計や違反物

件の抽出等が、正確かつ迅速に行えるようになります。 
（２）窓口業務のデジタル化 
   台帳のデジタル化で一元化したデータをもとに、概要書等の

閲覧システムを整備し、利用者自身が地図情報により検索を行

い、建築計画概要書や記載事項証明書を特定することにより、

交付までの待ち時間の短縮が見込まれます。 
３ 令和４年度について 
  建築物の確認申請等に係るデータを建築行政データベースに

入力する作業と窓口業務のシステム構築を行います。 
４ 窓口システム稼働時期 
  令和６年４月予定 
５ 県内の13特定行政庁の状況 
・建築確認台帳の電子化整備済・・・  11行政庁 
・窓口システム整備済・・・・・・・ ５行政庁 

令和４年度 
当初予算額 ５９,４３５千円 

担当課 
部 ･ 課 まちづくり計画部 建築指導課  
担 当 課 長 建築指導課長 嶋崎 稔 
電      話 ０４６－２２５－２４３６ 
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令和４年度当初予算主要事業 
（将来都市像実現へ） 

事業名 電子図書館事業 

区 分  拡 充  

事業の目的  読書活動の推進のため、スマートフォン等で、いつでもどこから

でも検索・閲覧・貸出・返却が可能な電子図書館を運営します。 

事業概要 

ウイズコロナ時代の読書！ 
 
【電子図書館とは？】 
・ インターネットを通じて、24 時間 365 日いつでも、どこにいて

も、電子書籍の検索・閲覧・貸出・返却が可能です。 
・ パソコンやタブレット端末、スマートフォン等を使って、無料

で読書を楽しむことができます。 
・ 「電子申請システム」により、来館せずに利用登録ができます。 
 
【電子書籍の利点】 
・ 拡大機能により、自分の読みやすい文字サイズで読書ができま

す。 
・ 音声読み上げ対応の電子書籍で、耳からの読書も楽しむことが

できます。 
・ 白地に黒文字が読みにくく感じる方に、反転機能やハイライト

機能がついている書籍もあります。 
 
【蔵書数】 
・現在の蔵書は約 1,100 冊。令和４年度は約 1,400 冊の増加を予定。 
 
【利用状況（多い順）】 
利用年代 ①四十代、②五十代、③三十代 
利用時間帯 ①21～22 時と 22～23 時、 

②20～21 時、③15～16 時 
利用が多か

った書籍 
絵本や体験記、 
住まいや暮らしに関わる本など 

 

令和４年度 
当初予算額 ６，６００千円 

担当課 

部 ･ 課 社会教育部 中央図書館 

担 当 課 長 中央図書館長 葉山 清美 

電      話 ０４６－２２３－００３３ 
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令和４年度当初予算主要事業

（将来都市像実現へ）

事業名 新たな観光資源創出事業

区 分 新 規 

事業の目的

 選ばれる観光地となるため、新たな観光資源の創出や既存資源の

ブラッシュアップに取り組む団体等を支援することで、観光地とし

ての魅力を高め、集客力アップと消費拡大につなげることを目的と

します。

事業概要

【観光地の魅力づくり促進事業補助金】 

＜事業内容＞ 

新たな観光資源の創出や既存資源のブラッシュアップに取り組

む厚木市観光協会に対し、事業費を補助します。

１ 観光地の魅力づくり事業 

(1) 七沢と大山の中間地にある不動尻広場に休憩施設の整備や

安全対策などを施し、観光スポットとして安全で快適に過ごせ

る憩いの場づくりを進めます。

(2) 名所づくりの一環としてフォトスポットを設置。

２ 情報発信事業 

(1) インフルエンサー等を活用した動画によるＳＮＳ上での情

報発信。 

(2) 花木の名所を紹介するガイドブックの発行。

【観光資源創出事業補助金】 

＜事業内容＞ 

 七沢・飯山地区において、新たにイベントや事業などを通じて観

光資源の魅力づくりに取り組む団体や事業者等に対し、経費の一部

を補助します。

１ イベント（期間限定で実施するフェアなど）

２ イベント以外（イルミネーション、モニュメント設置など）

＜補助額＞ 

１ イベント 補助対象経費の１／２（限度額 10 万円） 

２ イベント以外 補助対象経費の１／２（限度額 30 万円）

令和４年度

当初予算額

観光地の魅力づくり促進事業補助金 ３０，０００千円 

観光資源創出事業補助金 １，０００千円 

担当課 

部 ･ 課 産業振興部 観光振興課 

担 当 課 長 観光振興課長 内田 良彦

電 話 ０４６－２２５－２８４６
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令和４年度当初予算主要事業

（将来都市像実現へ）

事業名 中小企業チャレンジ補助金

区 分 新 規

事業の目的

 新型コロナウイルス感染症拡大の影響が長期化し、当面の需要や

売上げの回復が期待しづらい中、ポストコロナ・ウイズコロナ時代

の社会経済の変化に対応するため、新たな試みを始める中小企業が

増えています。

このため、新分野展開、事業転換、業種転換、業態転換又は事業

再編など、思い切った試みを行う中小企業のチャレンジを支援する

ことを目的とします。

事業概要

 市内で製造業を営んでいる中小企業者に対し、新分野展開、事業

転換、業種転換、業態転換または事業再編など新たな試みを始める

ための経費の一部を補助します。

【対象者】

製造業を営んでいる中小企業事業主

【上限金額】 

300 万円 

【補助率】 

２／３

【対象経費】

設備導入費、原材料費、外注・委託費、調査費等

【事業の効果】

産業マスタープランに掲げる「力強い継続と変化への対応」を実

現するためには、「持続性の高い強い産業の実現」が求められてお

り、地域経済への波及効果が大きく、雇用機会の拡大等も期待でき

る製造業を支援することで事業継続を図ります。

令和４年度

当初予算額
１５，０００千円

担当課 

部 ･ 課 産業振興部 産業振興課 

担 当 課 長 産業振興課長 中村 慎一

電 話 ０４６－２２５－２８０７
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令和４年度当初予算主要事業

（将来都市像実現へ）

事業名 商店街等プレミアム商品券支援事業補助金

区 分 拡 充

事業の目的
商店街の活性化及び市内での消費拡大、景気回復を喚起すること

を目的とします。

事業概要

 新型コロナウイルス感染症流行の影響を受けた市内商店会等が、

神奈川県商店街等プレミアム商品券支援事業費補助金を活用し、商

品券を発行する事業費の一部を補助します。

 県が３／４補助した事業に対し、市が残りの１／４を上乗せ補助

し支援します。

１ 補助金名

商店街等プレミアム商品券支援事業補助金

２ 対象

市内商店会（複数商店会連携での実施も可能）

３ 補助率 

補助対象経費の１／４（１商店会あたり上限６６万６千円）

※補助対象経費は商品券のプレミアム分と発行に係る印刷費。 
※複数商店会合同で実施する場合の上限額は、２商店会が

１３３万３千円、３商店会以上は１６６万６千円。

４ 実施見込み

７商店会（うち４商店会は合同で実施）

５ 拡充内容

 令和３年度に実施した４商店会から実施商店会の増加を見込

み、予算額を３３３万３千円から４６６万４千円へ増額します。 

令和４年度

当初予算額
４，６６４千円

担当課 

部 ･ 課 産業振興部 商業にぎわい課 

担 当 課 長 商業にぎわい課長 能條 隆広

電 話 ０４６－２２５－２８４１
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令和４年度当初予算主要事業

（将来都市像実現へ）

事業名 新型コロナウイルスワクチン接種事業

区 分 継 続

事業の目的

 新型コロナウイルスワクチン接種を円滑に進めるための体制整

備を図るとともに、新型コロナウイルス感染症のワクチン接種を実

施することにより感染拡大の防止を図ります。

事業概要

新型コロナウイルスワクチン接種については、２回目接種を完了

した方に対して３回目の接種を実施するとともに、未接種の方や５

歳から 11 歳の方に対しても接種を行うため、会場運営や接種に係

る経費を計上し、新型コロナウイルスワクチン接種の体制整備を図

ります。 

１ 対象者 

（1）新型コロナウイルスワクチンの２回目接種完了から原則

８か月以上を経過した方。 

（2）12 歳以上の新型コロナウイルスワクチンの未接種の方

（3）５歳から 11 歳までの方

２ 会場 

(1) 集団接種

厚木市保健福祉センタ―

(2) 個別接種

市内医療機関（詳細については市ＨＰ等で周知。）

令和４年度

当初予算額

新型コロナウイルスワクチン接種体制確保事業費 

１，０３５，７５６千円 

新型コロナウイルスワクチン接種事業費 ３２３，４７７千円 

担当課 

部 ･ 課 市民健康部 健康づくり課 

担 当 課 長 新型コロナウイルスワクチン接種担当課長 山田 悟

電 話 ０４６－２２５－２９７９
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